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建設産業情報（最近の動向） 
 

 

在外公館名   在ブルガリア大使館         

 

記入日   平成２５年５月７日     

 

 

１．現地の建設工事に係る経済情報 

 

 

  資料名：国家統計局発表２０１３年２月建設生産指数（統計資料別添） 

URL：http://www.nsi.bg/otrasal-eventen.php?n=1788&otr=32 

 

２．建設業制度、入札契約制度の改正動向  

 

 

３．報道情報 

 

 タイトル、概要 日付/掲載

紙 

添付 

 

１ 

（タイトル） 

ハンガリーはブルガリアに対して中欧エネルギー・システム

参画を招請（英文記事別添） 

（概要） 

 

2013/4/3 

BTA Daily 

News page 

1，2 

 

あり/なし 

 

２ 

（タイトル） 

新規地下鉄路線区間建設開始 

（概要） 

ファンダコヴァ・ソフィア市長は，新たな地下鉄路線区間建

設が４月２３日から開始されると発表。また，次の新規地下

鉄路線区間の建設に関する入札は５月に公示される見通し。

 

2013/4/7 

Standart 

page 3 

 

あり/なし 

 

３ 

（タイトル） 

２月の建設生産指数は前年同期比７．９％増（英文記事別添）

（概要） 

2013/4/9 

BTA Daily 

News page 

9 

 

あり/なし 



2 
 

 

４ 

（タイトル） 

高級不動産市場は第１四半期において４％上昇（英文記事

別添） 

（概要） 

 

2013/4/9 

BTA Daily 

News page 

7 

 

あり/なし 

 

５ 

（タイトル） 

大統領は海事領域・内陸水路及び港に関する法律の改正に

つき，憲法裁判所に対して審判を委ねる模様（英文記事別

添） 

（概要） 

 

2013/4/9 

BTA Daily 

News page 

4 

 

あり/なし 

６ （タイトル） 

統合インフラと接続容易性は，戦略的インフラに関する国

民会議における主要トピックとなった（英文記事別添） 

（概要） 

 

2013/4/10 

BTA Daily 

News page 

1，5，6 

 

あり/なし 

７ （タイトル） 

トラキヤ高速道路の開通に関する交渉 

（概要） 

トラキヤ高速道路の開通は延期されることとなり，当初は

５月３１日開通予定であったが，完工期限の見直しを迫ら

れている（７月初旬または８月初旬となる見通し）。 

2013/4/15 

Standart 

page 11, 

Monitor 

page 9 

 

あり/なし 

８ （タイトル） 

ライコフ首相と駐ブルガリア露大使はサウス・ストリーム

天然ガス・パイプライン・プロジェクトにつき意見交換（英

文記事別添） 

（概要） 

 

2013/4/16 

BTA Daily 

News page 

1，3 

 

あり/なし 

９ （タイトル） 

低価格層の不動産の取引に関し，確実な伸びが報告された

（英文記事別添） 

（概要） 

 

2013/4/16 

BTA Daily 

News page 

7 

 

あり/なし 

10 （タイトル） 

プロヴディフの中継ターミナルの建設に関する入札に３社

が応札（英文記事別添） 

（概要） 

 

2013/4/20 

BTA Daily 

News page 

9 

 

あり/なし 
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11 （タイトル） 

国営鉄道の再生はクルステフ運輸大臣の使命‐インタビュ

ー（英文記事別添） 

（概要） 

 

2013/4/23 

BTA Daily 

News page 

5 

 

あり/なし 

12 （タイトル） 

ソフィアの新たな地下鉄路線区間建設（英文記事別添） 

（概要） 

2013/4/26 

BTA Daily 

News page 

8 

 

あり/なし 

13 （タイトル） 

ソフィア市の廃棄物処理工場プロジェクト第２期工事の請

負業者決定（英文記事別添） 

（概要） 

 

2013/4/27 

BTA Daily 

News page 

5 

 

あり/なし 

14 （タイトル） 

改造工事が建設分野の成長に繋がる（英文記事別添） 

（概要） 

2013/4/27 

BTA Daily 

News page 

7 

 

あり/なし 

 

４．その他我が国建設業界にとって参考となりうる最近の動向（報道情報以外） 

 

  

 

 


